
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人国立国際医療研究センターの役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事（非常勤） 　同上。

　国立国際医療研究センター役員報酬規程に則り、日額60,000円と
している。 令和6年度における改定は行っていない。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　当法人の主要事業は専門的医療の提供と治療技術の開発である。
　役員報酬水準を検討するにあたって、当法人と同じく、研究開発を主要な業務とす
る他のNC法人のうち、常勤職員数（令和6年4月1日時点当法人2,440人）などで比較
的同等と認められる以下の法人を参考とした。

国立がん研究センター･･･当該法人は、同じ国立研究開発法人として専門的医療の
提供、医科学分野における研究、治療技術の開発を実施している。

　公表資料によれば、令和5年度の常勤職員数は2,949人、法人の長の年間報酬額
はおよそ20,851千円であり、理事(常勤)については18,081千円、理事（非常勤）につ
いてはおよそ2,520千円（4名合計額）である。

　理事の月額については、国立国際医療研究センター役員報酬規
程に則り、月例年俸の12分の1（898,000円）に地域手当（179,600
円）、通勤手当を加算して算出している。他は同上。

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

　当法人においては、業績年俸において、当該常勤役員の業績年俸に地域手当を
加えた額に厚生労働大臣の業績評価結果を踏まえ、100分の80以上100分の120以
下の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額としている。

　役員報酬支給基準は、月例年俸及び業績年俸から構成されてい
る。
　月額については、国立国際医療研究センター役員報酬規程に則
り、月例年俸の12分の１（1,038,000円）に地域手当（207,600円）、通
勤手当を加算して算出している。
　業績年俸についても、国立国際医療研究センター役員報酬規程
に則り、業績年俸に地域手当を加えた額にその者の職務実績に応
じて100分の80以上100分の120以下の範囲内で理事長が定める割
合を乗じて得た額としている。
　業績年俸の支給額は、6月に支給する場合、12月に支給する場合
ともに、業績年俸額に100分の50を乗じ、さらに基準日以前6箇月以
内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。

別 添



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,269 12,456 6,271
50

2,491
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

18,357 10,776 5,425 2,155 （地域手当） R7.3.31

千円 千円 千円 千円

5,820 2,694 2,466
121
539

（通勤手当）
（地域手当） R6.6.30

千円 千円 千円 千円

720 720 0 0

千円 千円 千円 千円

660 660 0 0

千円 千円 千円 千円

720 720 0 0

千円 千円 千円 千円

1,620 1,620 0 0

千円 千円 千円 千円

2,220 2,220 0 0

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

D理事
（非常勤）

E理事
（非常勤）

役名

C理事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

前職
就任・退任の状況



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　そうした組織の中で、当法人の常勤理事は、我が国の感染症その
他の疾患に係る研究、医療水準の向上を目指して、感染症その他
の疾患等の分野における臨床研究や人材育成などの面で成果を継
続して生み出すための高いマネジメント、各方面に関する高度能力
や、研究分野に関する高度な専門性が求められることに加え、法人
の役員として理事長を補佐する責務を有している。

　なお、常勤理事の報酬を、当法人と同じく研究開発を主要な業務
とし、常勤職員数で比較的同等と認められるNC法人で、かつ公開
資料を入手できた、国立研究開発法人国立がん研究センターの常
勤理事の令和5年度の報酬水準(年間18,081千円)と比較考慮したう
えでも、こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬
水準は妥当と考えられる。

　当法人の使命は、感染症その他の疾患であって、その適切な医
療の確保のために海外における症例の収集その他国際的な調査
及び研究を特に必要とするもの（以下「感染症その他の疾患」とい
う。）に係る医療並びに医療に係る国際協力に関し、調査、研究及
び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、
技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、感染症その
他の疾患に関する高度かつ専門的な医療、医療に係る国際協力等
の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することであ
る。

　そうした組織の中で、当法人の理事長は、我が国の感染症その他
の疾患に係る研究、医療水準の向上を目指して、センター病院、研
究所、国府台病院、臨床研究センター、国際医療協力局、国立看
護大学校などの部門等の2,000人を超える常勤職員のほか研修医
など非常勤職員を統率して、感染症その他の疾患等の分野におけ
る臨床研究や人材育成などの面で成果を継続して生み出すための
高いマネジメント能力やリーダーシップ、研究分野に関する高度な
専門性に加え、法人のトップとして職員や国民からも信頼を得られる
人物が求められている。

　なお、理事長の報酬を、当法人と同じく研究開発を主要な業務と
し、常勤職員数で比較的同等と認められるNC法人で、かつ公開資
料を入手できた、国立研究開発法人国立がん研究センターの長の
令和5年度の報酬水準(年間20,851千円)と比較考慮したうえでも、こ
うした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥
当と考えられる。

　また、当法人の令和4年度業務実績評価結果については、10項目
中S評価1項目、A評価4項目、B評価5項目であり、この点を踏まえて
も、報酬水準は妥当と考えられる。

　当法人の使命は、感染症その他の疾患に係る医療並びに医療に
係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの
業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことによ
り、国の医療政策として、感染症その他の疾患に関する高度かつ専
門的な医療、医療に係る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生
の向上及び増進に寄与することである。



　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

　こうした職務上の特性を踏まえると報酬水準は妥当と考える。

【主務大臣の検証結果】 　当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員
の報酬額と比較しても妥当な水準であると考える。また、役員の職務
内容の特性や令和５年度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報酬
水準であると考える。

　そうした組織の中で、当法人の非常勤理事は、我が国の感染症そ
の他の疾患に係る研究、医療水準の向上を目指して、感染症その
他の疾患等の分野における臨床研究や人材育成などの面で成果を
継続して生み出すための高いマネジメント、各方面に関する高度能
力や、研究分野に関する高度な専門性が求められることに加え、法
人の役員として理事長を補佐する責務を有している。

　当法人の監事は、センター内の内部統制、業務の適正かつ効率
的な運営に資するとともに、会計経理の適正を期することを目的とし
て定めており、監査報告書を主務大臣に提出する職務を務めるた
め、会計に関する高度な専門性に加え、合理的な判断、常に公正
不偏の態度を保持できる人物が求められている。

　当法人の使命は、感染症その他の疾患に係る医療並びに医療に
係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの
業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことによ
り、国の医療政策として、感染症その他の疾患に関する高度かつ専
門的な医療、医療に係る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生
の向上及び増進に寄与することである。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

D理事
（非常勤）

E理事
（非常勤）

B理事

法人の長

A理事

C理事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

法人での在職期間



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

１－②に記載の仕組みについては、今後も継続することとしている。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

B監事
（非常勤）

判断理由

C理事
（非常勤）

D理事
（非常勤）

E理事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

B理事

法人の長

A理事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　当法人の職員の給与水準を検討するにあたって、当法人と同じく研究開発を主要な業務と
する他のNC法人のうち、常勤職員数（令和6年4月1日時点当法人2,440人）で比較的同等と
認められる以下の法人の職種別平均支給額を参考にした。

国立研究開発法人国立がん研究センター･･･当該法人は、同じ国立研究開発法人として専
門的医療の提供と治療技術の開発を実施する点で共通しており、法人規模についても同等
の法人規模となっている。

　公表資料によれば、令和5年度の常勤職員は2,949人、平均年間支給額は事務・技術で
6,802千円、研究職種で7,400千円、病院医師で15,655千円、病院看護師で6,679千円となっ
ている。

  当法人においては、業績手当は基礎的支給部分と業績反映部分から構成される。
　業績反映部分の額は、理事長の定める基準により理事長が職員の業績に応じて定めた額
とする。
　業務遂行能力評価（職員の職務及び責務に応じた業務を遂行する能力及び姿勢を評
価。）と業務実績評価（職員の職務及び責務に応じた業務上の目標に係る進捗状況及び達
成状況並びにセンター又は事業場に対する業務貢献を評価。)の二つの観点で職員の業績
を評価し、その評価結果によってAA～Dの最大七段階に区分けし、最高のAAにおいては
+30%、最低のDにおいては-30%を業績手当へ増減率として反映する。
　但し、上記にかかわらずレジデント等基本給表職員（令和2年4月より常勤職員）には適用し
ていない。

　国立国際医療研究センター職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（役職手当、扶養手
当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、附加
職務手当、超過勤務手当、宿日直手当、役職職員特別勤務手当、業績手当、医師手当、研
究員調整手当、専門看護手当、医療専門資格手当、麻酔手当、災害派遣手当、処遇改善特
別手当及びベースアップ評価料調整手当）としている。
　業績手当は、基礎的支給部分と業績反映部分からなる。基礎的支給部分については基礎
的支給部分算定基礎額（基本給＋扶養手当＋地域手当＋研究員調整手当）に、6月に支給
する場合においては100分の135、12月に支給する場合においては100分の150を乗じ、さら
に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額と
している。
　業績反映部分の額は、業績反映部分算定基礎額（基本給＋地域手当＋研究員調整手当)
に理事長の定める基準により理事長が職員の業績に応じて定めた額とする。
　但し、上記にかかわらずレジデント等基本給表職員（令和2年4月より常勤職員）には役職手
当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、単身赴任手当、役職職員特別勤務手
当、医師手当、研究員調整手当、専門看護手当、医療専門資格手当は適用していない。
　また、業績手当においてもレジデント等基本給表職員は定額での支給としており、ひと月あ
たり6,200円を基準日以前6箇月以内の勤務実績に応じ、月数を乗じて得た額としている。

　日当直体制を交代制勤務制に変更するにあたり、令和6年6月1日から令和8年5月31日まで
の間、医師及び歯科医師の夜間看護手当の引上げを実施することとした。時間数の区分が7
時間の場合9,900円から17,400円、4時間以上7時間未満の場合4,800円から8,400円、2時間
以上4時間未満の場合4,300円から7,500円、2時間未満の場合2,900円から5,000円となる。
　令和6年6月1日から令和7年3月31日までの間、基本給表又は基本年俸表の適用を受ける
職員のうち、病院に勤務する職員及び技能職基本給表の適用を受ける職員に月額9,100円
のベースアップ評価料調整手当を支給することとした。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

1208 37.6 6,563 4,891 112 1,672
人 歳 千円 千円 千円 千円

129 37.2 6,174 4,553 166 1,621
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 46.9 7,176 5,171 284 2,005
人 歳 千円 千円 千円 千円

83 44.6 12,724 9,717 93 3,007
人 歳 千円 千円 千円 千円

705 35.6 5,945 4,433 82 1,512
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 57.3 6,941 5,061 146 1,880
人 歳 千円 千円 千円 千円

217 38.2 5,969 4,412 159 1,557
人 歳 千円 千円 千円 千円

39 51.4 9,407 6,897 174 2,510
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 37.8 5,987 4,420 183 1,567

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注2：技能職種（看護補助者等）は、病院の調理師、ボイラー技士、洗濯長、自動車運転手等として従事する職員である。

      平 均 年 齢 及 び 年 間 給 与 額 に つ い て は 記 載 し て い な い 。 注3：医療職種（医療技術職）は、病院の薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、管理栄養士、

　　　臨床工学技士、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、

      年 間 給 与 額 の 「 最 高 ～ 最 低 」 に つ い て は 記 載 し て い な い 。 　　　救命救急士、心理療法士等として従事する職員である。

注4：教育職種（看護師養成所教員）は、国立看護大学校に勤務する職員で教授や准教授等

　　　として従事する職員である。

注5：福祉職種（MSW等）は、病院の医療社会事業専門員として従事する職員である。

注6：常勤職員については、常勤職員（年俸制）、任期付職員及び再任用職員を除く。

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.5 16,784 12,083 176 4,701
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.5 16,784 12,083 176 4,701

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 31.1 5,771 5,697 83 74
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 31.1 5,771 5,697 83 74

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注2：医療職種（レジデント等）は、医師免許取得後の臨床経験が原則3年目から8年目の医師で、定められた

　　　研修プログラムに従事している職員である。

福祉職種
（MSW等）

うち賞与平均年齢

医療職種
（病院医師）

教育職種
（看護師養成所教員）

常勤職員（年俸制）

院長等

任期付職員

区分
令和６年度の年間給与額（平均）

常勤職員

医療職種
（レジデント等）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

研究職種

うち所定内
総額

人員

技能職種
（看護補助者等）

医療職種
（医療技術職）



人 歳 千円 千円 千円 千円

210 52.2 12,898 9,906 131 2,992
人 歳 千円 千円 千円 千円

114 54.1 15,566 12,174 116 3,362
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62 13,271 9,465 109 3,385
人 歳 千円 千円 千円 千円

90 49.2 9,494 6,971 147 2,336

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 63 4,579 3,838 134 741
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 63 4,579 3,838 134 741
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注2：技能職種（看護補助者等）、医療職種（医療技術職）及び福祉職種（MSW等）については該当者が1人又は2人のため、

　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、再任用職員全体の数値からも除外

　　　 している。

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（医療技術職）

技能職種
（看護補助者等）

任期付職員（年俸制）

副院長等
（副院長・部長・医長）

副所長等
（副所長・部長・室長）

再任用職員

福祉職種
（MSW等）

任期付職員



②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：該当者が4人以下の年齢階層については第1・3回分位の折れ線を表示していない。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　代表的職位

3 57.2 11,956 - -

9 52.5 9,622 9,808 9,253

12 49.7 8,713 9,695 7,251

38 37.6 5,898 8,809 4,897

67 31.9 4,833 6,109 4,018

（研究職種）

平均
人 歳 千円

代表的職位

5 61.9 13,726 14,215 ～ 12,813

7 46.9 6,893 7,300 ～ 6,429

（医療職種(病院医師)）

平均
人 歳 千円

代表的職位

4 50.0 15,342 - -

29 52.8 15,030 16,385 ～ 9,866

83 44.6 12,632 13,929 ～ 8,139

（医療職種(病院看護師)）

平均
人 歳 千円

代表的職位

1 - - - -

5 53.5 8,864 9,048 ～ 8,619

17 51.7 8,259 9,280 ～ 7,087

86 42.4 6,704 8,110 ～ 5,239

596 33.9 5,639 8,965 ～ 4,448

注1：総看護師長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

      平均年齢及び年間給与額については記載していない。

注2：該当者が４人以下の職位については、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

      年間給与額の「最高～最低」については記載していない。

診療科長

医師

本部部長

本部課長

本部課長補佐

本部係長

本部係員

副院長

千円

総看護師長

副総看護師長

看護師長

副看護師長

看護師

人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

本部研究部長

本部研究員

平均年齢
最高～最低

人員

分布状況を示すグループ 人員

分布状況を示すグループ

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額



④

(事務技術職員)
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

53.7 55.9 54.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.3 44.1 45.2
％ ％ ％

         最高～最低 51.2～43.5　　 46.6～41.3 48.3～42.7
％ ％ ％

57.8 62.2 60
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.2 37.8 40
％ ％ ％

         最高～最低 52.0～　37.6 48.9～33.1 50.4～35.3

(研究職種)

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0 0 0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

100 100 100
％ ％ ％

         最高～最低 100～100 100～100 100～100
％ ％ ％

3.6 3.6 3.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

96.4 96.4 96.4
％ ％ ％

         最高～最低 100～39.2 100～35.5 100～38.8

(医療職種(病院医師))

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

1 1 1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

99 99 99
％ ％ ％

         最高～最低 100～44.4 100～38.7 100～35.7
％ ％ ％

58.2 62.8 60.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.8 37.2 39.4
％ ％ ％

         最高～最低 46.6～37.4 41.7～33.5 42.8～35.7

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

一律支給分（期末相当）

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員



(医療職種(病院看護師))

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.6 56.1 54.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

47.4 43.9 45.6
％ ％ ％

         最高～最低 52.4～44.1 46.6～31.6 49.5～39.4
％ ％ ％

59 63.8 61.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41 36.2 38.5
％ ％ ％

         最高～最低 45～30.2 39.3～27.8 42.1～32.2

３　給与水準の妥当性の検証等

事務･技術職

　国家公務員より低い水準である。

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

　国家公務員より低い水準であり、適切な取り組みが行われているものと認
められる。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　90.2

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　97.0

　国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　96.4

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合49.5％】
（国からの財政支出額 30,041百万円、支出予算の総額60,711百万円
　:令和6年度予算）
【累積欠損額 4,893百万円(令和5年度決算) 】
【管理職の割合18.6％（常勤職員数129名中24名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 72.8％（常勤職員数129名中94名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 17.2.％】
（支出総額 106,368百万円、給与・報酬等支給総額 18,339百万円
　：令和5年度決算）

　令和7年度の対国家公務員指数においても、当法人の事業運営、民間
医療機関の給与及び国家公務員の給与等を総合的に考慮した上で、効
率化できる部分については引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水
準の確保について検討する。

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・地域勘案　　　　　　　　89.9

項目



研究職種

医療職種(病院医師)

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　役職手当の支給対象を、国の俸給の特別調整額に準じたものとしてお
り、病院医師における役職手当の支給割合は43.9％であり、令和6年国家
公務員給与実態調査の国の俸給の特別調整額対象者割合41.0％を上
回っている。
　支給額についても、国において俸給の特別調整額の医療職俸給表(一)
の平均額は36，532円であるが、当法人における、病院医師の役職手当の
平均額は107,833円であり国より高いことが、対国家公務員指数を上回っ
ている理由と考えられる。
　また、当法人の病院医師に対する地域手当（戸山地区20％、国府台地
区16％）の受給割合が国よりも高いことにより、国に比べて給与水準が高く
なっているものと考えられる。
　なお、この裏付けとして、対国家公務員指数が年齢勘案では100.0だが、
同一の条件でもって比較する地域勘案の要素が加わると、指数は、年齢・
地域勘案で113.0、年齢・地域・学歴勘案で、113.0といずれも高くなってい
る。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　100.0

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 113.0

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 　100.0

・年齢・地域・学歴勘案　　  　  113.0

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　国家公務員より低い水準である。

（法人の検証結果）
　国家公務員より低い水準であり、適切な取り組みが行われているものと認
められる。

（主務大臣の検証結果）
　国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

講ずる措置

　令和7年度の対国家公務員指数においても、当法人の事業運営、民間
医療機関の給与及び国家公務員の給与等を総合的に考慮した上で、効
率化できる部分については引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水
準の確保について検討する。

内容
・年齢勘案　　　　　　　　　  　　94.5

・年齢・地域・学歴勘案　　　    92.4

項目

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域勘案　　　　　　 　　92.0

・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　94.7

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合49.5％】
（国からの財政支出額 30,041百万円、支出予算の総額60,711百万円
　:令和6年度予算）
【累積欠損額 4,893百万円(令和5年度決算) 】
【管理職の割合18.6％（常勤職員数129名中24名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 72.8％（常勤職員数129名中94名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 17.2.％】
（支出総額 106,368百万円、給与・報酬等支給総額 18,339百万円
　：令和5年度決算）



講ずる措置

　令和6年度における対国家公務員指数は、年齢、学歴勘案では100.0だ
が、地域勘案が加わると113.0となる。しかし医師不足については当法人に
おいても例外ではなく、医師の確保状況に配慮しつつ、当法人の事業運
営、民間医療機関の医師の給与及び国家公務員の医師の給与等を総合
的に考慮した上で、令和7年度（令和8年度公表）までに、対国家公務員指
数が年齢･地域・学歴勘案で概ね113.0以下となるよう、適切な給与水準の
確保について検討する。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合49.5％】
（国からの財政支出額 30,041百万円、支出予算の総額60,711百万円
　:令和6年度予算）
【累積欠損額 4,893百万円(令和5年度決算) 】
【管理職の割合18.6％（常勤職員数129名中24名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 72.8％（常勤職員数129名中94名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 17.2.％】
（支出総額 106,368百万円、給与・報酬等支給総額 18,339百万円
　：令和5年度決算）

（法人の検証結果）
　令和6年度における数値は国家公務員の水準を上回っているが、民間医
療法人の医師の年間平均給与額は14,985千円（令和5年度実施第24回医
療経済実態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を確保す
るためには競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水準と比
較し、この程度の給与水準とする必要がある。
　また病院医師における役職手当の支給割合は43.9％だが、国の俸給の
特別調整額対象者割合41.0％を上回っている。これは診療体制に応じた
適切な配置をしているといった理由からであり、このことも影響していると考
えられる。

（主務大臣の検証結果）
　国家公務員と同水準であり、適切な取組の結果と考えられる。



医療職種(病院看護師)

講ずる措置

　令和5年度における対国家公務員指数は年齢・地域・学歴勘案で104.7
であり、令和5年度と比較すると、令和6年度の101.3は適切な給与水準に
近づいたと言える。看護師不足については当法人においても例外ではな
く、看護師の確保状況に配慮しつつ、当法人の事業運営、民間医療機関
の看護師の給与及び国家公務員の看護師の給与等を総合的に考慮した
上で、今後も適切な給与水準の確保について検討する。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　国の俸給の特別調整額に準じた役職手当の支給が、対国家公務員指
数を上回っていることが理由と考えられる。（病院看護師における管理職の
割合は3.3％と、国の俸給の特別調整額対象者割合 1.4％を上回ってい
る)
　また当センターには国立看護大学校があり、大学校の卒業者が多く看護
師として在職していることも影響していると考えられる。（大卒者以上の高学
歴者の割合62.8％と、国8.8％と比較すると高くなっている。)
　他に、国家公務員の水準を上回っている理由として、地域手当（戸山地
区20％、国府台地区12％（医療研究連携加算2％を含む。））の受給割合
が国よりも高いこと（令和6年度の国家公務員給与実態調査によると国にお
いて、地域手当の医療職俸給表(三)の受給人数率は56.3%であるが、当法
人における、地域手当の医療職俸給表(三)の受給人数率は100%)により、
国に比べて給与水準が高くなっているものと考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合49.5％】
（国からの財政支出額 30,041百万円、支出予算の総額60,711百万円
　:令和6年度予算）
【累積欠損額 4,893百万円(令和5年度決算) 】
【管理職の割合18.6％（常勤職員数129名中24名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 72.8％（常勤職員数129名中94名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 17.2.％】
（支出総額 106,368百万円、給与・報酬等支給総額 18,339百万円
　：令和5年度決算）

（法人の検証結果）
 令和6年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。
これは、地域手当（戸山地区20％、国府台地区12％（医療研究連携加算
2％を含む。））の受給率が高いこと、また、国家公務員と比較し、職員に占
める大学卒業者の割合が高いことが原因と考えられる。
　病院看護師における管理職の割合は3.3％と、国の俸給の特別調整額
対象者割合 1.4％を上回っており、また大卒者以上の高学歴者の割合も
62.8％と、国8.8％と比較すると高くなっているが、これは病院看護師につ
いては診療体制に応じた適切な配置をしているといった理由からである。

（主務大臣の検証結果）
　看護師の処遇改善は、医療提供体制を安定的に確保していくために重
要であるため、看護師の給与水準については配慮すべきと考えられる。
　今後とも、看護師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の
在り方について、必要な検討を進めていただきたい。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　104.8

・年齢・地域勘案　　　　　　　 　101.5

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 106.0

・年齢・地域・学歴勘案　　  　  101.3



４　モデル給与

○22歳（大卒初任給） 

　　　月額 235,440円  年間給与3,903,638円 

○35歳（本部課長補佐） 

　　　月額 422,975円  年間給与6,582,660円 

○50歳（本部課長） 

　　　月額 568,120円  年間給与8,912,484円 

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者13,000円、

　 　子１人につき6,500円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　・賞与：業績年俸

　　　基本年俸表適用職員について、前年度の業務の実績を考慮の上、

　　80/100から120/100の範囲内で定める割合を業績年俸に乗じた額を支給。

　・賞与：業績手当（業績反映部分）

　　　常勤職員（基本年俸表適用職員及びレジデント等基本給表職員を除く。）

　　について、業績に応じて定める割合を算定基礎額に乗じた額を支給。

　・賞与：業績手当（年度末賞与）

　　　理事長が定める基準に基づく当該年度の医業収支が特に良好な場合に

　　職員の業績に応じた割合を、理事長が定める額に乗じて支給。

　　　業績手当については、今後も継続することとしている。



Ⅲ　総人件費について

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

　・令和6年度は前年度と比較し、給与、報酬等支給総額は、計906,525千円の増加となった。

　　理由は職員数の増加のほか、夜間看護手当の増額及びベースアップ評価料調整手当の新設が

　　挙げられる。

　・退職手当支給額については前年度と比較し、73,950千円の減少となった。

　・退職手当の算定については、「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」

　　(平成24年8月7日閣議決定)に基づく措置内容に従い、平成26年7月1日以降、調整率87/100で

　　実施中であるが、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定)

　　に基づき、平成30年4月1日から以下の措置を講じている。

　　役職員の退職手当について、下記のとおり調整率の引き下げを実施する。

　　　　役員に関する講じた措置の概要：調整率87/100を83.7/100に引き下げ。

　　　　職員に関する講じた措置の概要：調整率87/100を83.7/100に引き下げ。

　　なお、関係法律の成立を受けてから法人としての所要の手続きを行ったため、措置の開始時期は、

 　　国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日)と異なる取扱いとした。

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

変更なし。

Ⅴ　その他

特になし。

2,608,588 2,664,681 2,747,942

2,460,839

21,571,485

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
2,177,430 2,422,668 2,695,387

22,487,32121,641,87921,362,532

退職手当支給額
615,728 654,089 567,523 493,573

福利厚生費
2,583,090

16,784,967

区　　分

給与、報酬等支給総額
15,986,284 15,956,534 15,643,894


